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１．概要  

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の津波に起因する東

京電力株式会社福島第一原子力発電所事故については、同じ原子力事

業に携わる者として重く受け止め、当社の伊方発電所については、日

頃からの安全・安定運転および設備の安全確保に万全を期すとともに、

地震発生後、実施可能な対応をすみやかに行っている。  
また、今回の事態の推移を注視しつつ、今後、津波の発生メカニズ

ムを含めた事故の全体像の把握、その分析・評価結果を待ってさらな

る必要な対策を実施していく必要があると認識している。  
３月３０日、経済産業大臣から当社社長に対する指示文書「平成２

３年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電所の緊急安

全対策の実施について（指示）（平成２３・０３・２８原第 7 号 平成

２３年３月３０日付）」を受領し、津波により３つの機能（交流電源を

供給する全ての設備の機能、海水を使用して原子炉施設を冷却する全

ての設備の機能および使用済燃料ピットを冷却する全ての設備の機

能）を喪失したとしても、炉心損傷および使用済燃料の損傷を防止し、

放射性物質の放出を抑制しつつ、原子炉施設の冷却機能の回復を図る

ための緊急安全対策について直ちに取り組むとともに、それらの実施

状況について早急に報告するよう指示があったことから、本指示内容

に照らし、当社の緊急安全対策について、その実施状況を報告する。  
また、同指示文書中でのもう一つの指示事項である、緊急安全対策

を盛り込んだ原子炉施設保安規定の変更認可申請についても既に提出

した。  
なお、現在の対策については、これまで判明している知見に基づい

たものであり、事故の全体像の解明が進み、事故シーケンスの分析や

評価が行われた後には、これらに対応した講ずべき対策について適切

に反映していく。  
 
 
２．津波発生によるＰＷＲプラントにおける想定事象（添付資料－１）  

今回の福島第一原子力発電所事故と同様に、極めて大きな津波によ

り、３つの機能喪失を想定した場合のＰＷＲプラント挙動について検

討した。  
全交流電源喪失に伴い、蓄電池から中央制御室等のプラント監視上

必要な箇所に給電が開始されるが、蓄電池容量には限りがあるため、

一定時間が経過した以降は蓄電池が枯渇し、プラント監視機能の喪失

が考えられる。  
また、全交流電源喪失とほぼ同時に、タービン動補助給水ポンプが

起動し、蒸気発生器（以下「Ｓ／Ｇ」という。）２次側への給水が行わ
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れ、Ｓ／Ｇを介して原子炉の冷却が行われる。当該ポンプは復水タン

ク等を水源としているが、タンクへの新たな給水がなければ、タンク

の水は枯渇し、以降、Ｓ／Ｇによる冷却は期待できなくなる。その結

果、１次冷却材の温度および圧力が上昇することにより炉心内の冷却

材が減少し、最終的には炉心が露出し、損傷に至ることが考えられる。  
一方、使用済燃料ピットについては、冷却機能が喪失することによ

りピット水温は徐々に上昇し、沸騰状態となると水量は次第に減少し、

使用済燃料ピットへの新たな給水がなければ使用済燃料が露出し、損

傷に至ることが考えられる。  
 
 

３．想定事象に対する対応シナリオ  
（１）３つの機能喪失を想定した場合の対応シナリオ（添付資料－２ ) 

こうした状況にプラントが至らないよう、前述の評価も踏まえ、

津波により３つの機能を全て喪失した場合においても、炉心損傷や

使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を抑制しつつ、冷却

機能の回復を図るために、以下の３つの対応を行う。  
ａ．電源車による電源応急復旧  
ｂ．Ｓ／Ｇへの給水確保  
ｃ．使用済燃料ピットへの水補給  
３つの対応を具体的に実現するための、概略シナリオについては

以下のとおりである。  
 

ａ．電源車による電源応急復旧（添付資料－３）  
全交流電源喪失後、蓄電池から中央制御室等のプラント監視

上必要な計器類への給電は限られた時間しか期待できないため、

早期に電気を供給できるよう、電源車から仮設変圧器を介した

給電用ケーブルを低圧補機ケーブルにつなぎ込み、運転監視等

の機能が維持できるようにする。  
 

ｂ．Ｓ／Ｇへの給水確保（添付資料－４）  
タービン動補助給水ポンプによる炉心の崩壊熱の除去を継続

するためのＳ／Ｇ２次側への給水については、通常、復水タン

ク（伊方発電所３号機は補助給水タンク：以下同様。）内の水に

より実施するが、事態が長期に亘る場合には、他の水源から必

要な水を確保する。  
具体的には以下の手段の中で実施可能なものを選択し、Ｓ／

Ｇへの給水を行うことにより、１次系の圧力を約０．７ＭＰａ、

温度を約１７０℃に保ち、炉心を安定的に冷却させる。  
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・復水タンクの水を、既存設備を利用してタービン動補助給

水ポンプによりＳ／Ｇへ給水する。  
・２次系純水タンクの水を、既存設備を利用してタービン動

補助給水ポンプによりＳ／Ｇへ給水する。  
・淡水タンクの水を、ディーゼル駆動消火ポンプを用いて、

屋外消火栓等から復水タンクまたは２次系純水タンクに注

水し、タービン動補助給水ポンプを用いてＳ／Ｇへ給水す

る。  
・淡水タンクの水を、消防自動車を用いて復水タンクまたは

２次系純水タンクに注水し、タービン動補助給水ポンプを

用いてＳ／Ｇへ給水する。  
・海（海水ピットまたは放水口）から、可搬型消防ポンプ、

消防自動車を用いて海水を汲み上げ、復水タンクまたは２

次系純水タンクに注水し、タービン動補助給水ポンプを用

いてＳ／Ｇへ給水する。  
 

 
ｃ．使用済燃料ピットへの水補給（添付資料－５）  

使用済燃料ピットの冷却機能が喪失することによる使用済燃

料ピット水温の上昇と、それに伴う使用済燃料ピット水量の減

少を補うため使用済燃料ピットへ水を補給する。  
具体的には、以下の手段の中で実施可能なものを選択し、使

用済燃料ピットへの補給を行う。  
・２次系純水タンクから、既存設備を利用して使用済燃料ピ

ットへ補給する。  
・燃料取替用水タンクから、既存設備を利用して使用済燃料

ピットへ補給する。  
・淡水タンクの水を、ディーゼル駆動消火ポンプを用いて、

消火用連結送水管から使用済燃料ピットへ補給する。  
・淡水タンクの水を、消防自動車を用いて使用済燃料ピット

へ補給する。  
・海（海水ピットまたは放水口）から、可搬型消防ポンプ、

消防自動車を用いて海水を汲み上げて使用済燃料ピットへ

補給する。  
 

  
（２）全交流電源喪失時に必要な電気容量の妥当性（添付資料－６）  

３．（１）ａ．において、全交流電源喪失時に、電源車から所内電

源系に電気を供給するが、炉心の崩壊熱の除去や中央制御室等のプ
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ラント監視上必要な機器類の電源容量の妥当性について評価を行い、

炉心の崩壊熱の除去や運転監視継続のために必要な機器類に十分な

電気を供給することが可能であることを確認した。  
 

 
（３）蒸気発生器および使用済燃料ピットへの給水に必要な水量の妥当

性（添付資料―７）  
 

ａ．蒸気発生器に必要な水量の妥当性  
３．（１）ｂ．において、淡水タンク等からＳ／Ｇ２次側への

給水を行うが、炉心の崩壊熱の除去を行うために必要な給水量

について評価を行った。給水訓練における給水流量は、Ｓ／Ｇ

および使用済燃料ピットへの必要流量を上回っており、３．（１）

ｂ．のシナリオによって炉心の崩壊熱の除去が可能であること

を確認した。  
 

ｂ．使用済燃料ピットに必要な水量の妥当性  
３．（１）ｃ．において、淡水タンク等から使用済燃料ピット

への給水を行うが、使用済燃料ピットの冷却機能喪失による使

用済燃料ピット水温の上昇と、それに伴う使用済燃料ピット水

量の減少を補うために必要な給水量について評価を行った。給

水訓練における給水流量は、Ｓ／Ｇおよび使用済燃料ピットへ

の必要流量を上回っており、３．（１）ｃ．のシナリオによって

使用済燃料ピットの崩壊熱の除去が可能であることを確認した。 
 

 
（４）シナリオ成立のための要件の検討  

シナリオの設定にあたっては、各シナリオにおいて必要となる機

器の仕様等を検討して、必要な資機材を配備し、手順の検討にあた

っては、今回の福島第一原子力発電所事故の状況を踏まえて、資機

材保管場所、運搬ルート等、実効的なシナリオが成立するために必

要な要件を検討するとともに、訓練等により問題のないことを確認

した。  
 
 

４．緊急安全対策の実施状況  
３つの機能が喪失した場合においても、３．（１）に示した対応シナ

リオにより、炉心損傷および使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質

の放出を抑制しつつ原子炉施設の冷却機能の回復を図るため、経済産
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業大臣から示された以下の①～⑥の６項目の指示内容について、直ち

に講じるべき対策として以下のとおり、緊急安全対策を実施してきた。 
 
①緊急点検の実施（添付資料－８）  

ａ．福島第一原子力発電所事故を踏まえた点検  
伊方発電所１～３号機の全ての非常用ディーゼル発電機（以

下「Ｄ／Ｇ」という。）について、機能確認を実施した。（平成

２３年３月１４日完了）  
 
ｂ．緊急時対応のための機器および設備の点検  

３つのシナリオの実現のために必要となる本設の設備および

資機材について点検を行った。点検は、②の緊急時対応計画に

おいて必要となる設備や資機材を対象に実施した。（平成２３年

４月２２日完了）  
 

②緊急時対応計画の点検および訓練の実施  
ａ．福島第一原子力発電所事故を踏まえた運転訓練の実施  

伊方発電所の全ての運転当直において、従来の手順による全

交流電源喪失を模擬したシミュレータ訓練を実施した。（平成２

３年３月３１日完了）  
 

ｂ．緊急時対応計画の策定・点検および訓練の実施  
（添付資料－９、１０） 

３つのシナリオの実現のための緊急時対応計画として、体制、

職務、実施方法、訓練、資機材等について定めた「伊方発電所 

緊急時対応内規（津波）」、「全交流電源喪失時における電源車に

よる給電手順書」および「全交流電源喪失時における冷却水供

給手順書｣を策定した。（平成２３年４月２１日制定）  
また、伊方発電所１～３号機の関連する運転内規の改正を行

った。（平成２３年４月２１日改正）  
これらの社内内規の策定、改正にあたっては、訓練を実施し、

改善点を抽出し、フィードバックを行った。  
 

③緊急時の電源確保（添付資料－１１）  
外部電源およびＤ／Ｇによる電源が確保できない場合に、炉心を

安定的に冷却し、原子炉の状態監視等が可能となる緊急時の電源を

確保するため、各プラントに必要な電源容量を満足する電源車（各

号機３００ｋＶＡ：１台、計３台）を配置した。（平成２３年３月

３０日完了）  
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また、電源車から、中央制御室等のプラント監視上の重要箇所に

給電可能な受電盤等への接続に必要な資機材（仮設変圧器および給

電用ケーブル）についても配置した。これらの電源車、資機材につ

いては津波の影響を受けない場所に保管した。（平成２３年４月２

１日完了）  
 

④緊急時の最終的な除熱機能の確保（添付資料－１２）  
外部電源およびＤ／Ｇによる電源が確保できない場合に、炉心

を安定的に冷却し、タービン動補助給水ポンプによるＳ／Ｇ２次

側への除熱のための水を補給するため、水源である復水タンクま

たは２次系純水タンクへ淡水や海水を補給するための消防自動車、

可搬型消防ポンプおよび資機材（消防用ホース）を津波の影響を

受けない場所に配置した。（平成２３年４月２０日完了）  
 

⑤緊急時の使用済燃料ピットの冷却確保（添付資料－１２）  
使用済燃料ピット冷却系および既存の補給水系の機能喪失によ

り、使用済燃料ピットを冷却する手段がなくなった場合に、淡水

や海水を供給するため、消防自動車、可搬型消防ポンプおよび資

機材（消防用ホース）を津波の影響を受けない場所に配置した。

（平成２３年４月２０日完了）  
 

⑥伊方発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実

施（添付資料－１３）  
タービン動補助給水ポンプ、蓄電池等のＳ／Ｇの除熱に必要な

安全上重要な機器が設置されているエリアの建屋入口扉等にシー

ル施工を行うことにより、水密性の向上を図った。（平成２３年４

月２１日完了）  
 

以上の通り、平成２３年４月２２日までに緊急安全対策は全て完了

した。  
この緊急安全対策を実施することにより、津波により３つの機能が

喪失する状況にあっても、炉心損傷や使用済燃料の損傷を防止するこ

とが可能である。（添付資料－１４、１５、１６）  
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５．原子炉施設保安規定の変更   
平成２３年３月３０日付の経済産業大臣からの指示文書および「実

用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」の改正を踏まえ、「伊方

発電所原子炉施設保安規定」に、電源機能等喪失時の体制の整備に関

する措置を新たに追加し、原子炉施設保安規定変更認可申請を行った。

（平成２３年４月８日申請）  
＜変更申請の概要＞  

「電源機能等喪失時の体制の整備」の条文を新たに追加し、以下

の項目を明記した。  
ａ．安全技術グループリーダーは、電源機能等喪失時の体制の整

備に関する措置として、以下の３項目に係る計画を策定し、所

長の承認を得る。  
①必要な要員の配置  
②要員に対する訓練  
③必要な電源車、ポンプ、消火ホースなど資機材の配備  
 

ｂ．各グループリーダーは、前項の計画に基づき活動を実施する。  
 
ｃ．各グループリーダーは、前項に定める事項について定期的に

評価を行うとともに、評価結果に基づき必要な措置を講じ、安

全技術グループリーダーに報告する。安全技術グループリーダ

ーは、ａ．に定める事項について定期的に評価を行うとともに、

評価の結果に基づき必要な措置を講じる。  
 

 
６．低温停止状態移行までの対応シナリオ（添付資料－１７ ) 

４．の対応を行うことにより、Ｓ／Ｇからの除熱を通じて炉心の崩

壊熱の除去が行われ、炉心を安定的に冷却させることが可能であるが、

さらに、これを低温停止状態（１次冷却水温度：９３℃以下）にまで

移行させる方法について検討を行った。  
 

（ⅰ）今後の設備配備を踏まえた低温停止状態移行までの対応  
シナリオ  

海水ポンプ（モータ取替復旧後）または海水取水用水中ポ

ンプによる海水の取水、充てんポンプ、余熱除去系等を使用

することにより原子炉を低温停止状態まで移行できる。  
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（ⅱ）現有設備による低温停止状態移行までの対応シナリオ  
１次系圧力を約０．５ＭＰａまで降下させた後、ほう酸ポン

プを起動して、１次系にほう酸水を注入し、さらに消防自動車

等を用いて、Ｓ／Ｇ２次側へ海水を供給することにより原子炉

を低温停止状態まで移行できる。  
 

上記（ⅰ）、（ⅱ）の対応を行うに当たっては、今後、必要な設備や

資機材の配備等を中長期対策の中で進めることとし、併せて必要な手

順書等の整備、訓練の実施により、低温停止状態までの移行シナリオ

を確実に遂行できるようにする。  
 

 
７．緊急安全対策のさらなる充実（添付資料－１８、１９）  

緊急安全対策を実施することにより、津波により３つの機能が喪失

する状況にあっても、炉心損傷や使用済燃料の損傷を防止することが

可能であるが、より一層の信頼性の向上を図るため、６項目の指示事

項の内、「③  緊急時の電源確保」「④  緊急時の最終的な除熱機能の確

保」「⑤  緊急時の使用済燃料ピットの冷却確保」「⑥  伊方発電所にお

ける構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実施」については、緊

急安全対策に加え、設備の冗長性の確保、強化等の対策も併せて行う。  
これらの対策を行うことにより、低温停止状態まで移行させるシナ

リオを実現することが可能となる。  
また、緊急安全対策で行った「①  緊急点検の実施」および「②  緊

急時対応計画の点検および訓練の実施」については、今後も継続して

実施し、資機材の健全性を確認するとともに、訓練を通じて対応能力

を高めていく。  
 

③緊急時の電源確保  
ａ．大容量電源車の配備  

Ｄ／Ｇの代替電源として、中央制御室等のプラント監視上の

重要箇所や原子炉の冷却維持に必要な機器等に必要な電力をさ

らに安定的に供給することができるよう、大容量電源車を配備

する。  
 
ｂ．外部電源の多様化  

外部電源の多様化を図るため、発電所に隣接する変電所から

構内まで配電線（６６００Ｖ）を１，２号機用および３号機用

に敷設する。  
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ｃ．恒設非常用発電機の設置  
定期検査時等に現状のＤ／Ｇを待機除外にしても、非常用発

電設備が２台動作可能であることを確実に担保できるよう新た

に非常用発電機を設置する。  
 

④緊急時の最終的な除熱機能の確保  
ａ．海水ポンプモータ予備品の配備  

Ｄ／Ｇおよび安全系機器に冷却用海水を供給するための重要

な機器である海水ポンプモータの予備品を配備する。  
 

ｂ．海水取水用水中ポンプの配備  
海水ポンプの代替として、Ｄ／Ｇおよび安全系機器に冷却用

海水を供給できる水中ポンプ等を配備する。  
 

⑤緊急時の使用済燃料ピットの冷却確保  
ａ．消防自動車の追加配備  

使用済燃料ピット等の冷却水を確保する観点から消防自動車

を追加配備する。  
 

⑥伊方発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実

施  
ａ．安全上重要な機器を設置しているエリアの防水対策  

タービン動補助給水ポンプ、Ｄ／Ｇ、直流電源装置等の安全

上重要な機器が設置されているエリアの防水対策として、水密

扉への取替え等を行う。  
 

ｂ．海水ポンプエリアの防水対策強化  
海水ポンプエリアへの津波の影響を低減するための防水対策

を実施する。  
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８．今後の対応  

現在の対策については、これまでに判明している知見に基づいたも

のであり、今後も事故の推移を注意深く見守っていく。特に事故に伴

い発生した放射性物質を含んだ廃液の取り扱いについては、新たな課

題の一つになってきていることから、この点も含め、引き続き、情報

収集、分析を行うとともに、併せて設備面からの対策も含め、検討を

継続して実施していく。  
また、事故の全体像の解明が進み、事故シーケンスの分析や評価が

行われた後には、これらに対応した講ずべき対策について、適切に反

映していく。  
 
 

以  上  
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電源車による給電方法

安全系
補機遮断器

直流電源

AC6600VAC440VDC125V

添付資料－３

既設ケーブル

給電用ケーブル

手順2

電源車からの給電路の準備

手順2

電源車からの給電路の準備

手順1

電源車の移動、配置（３２Ｍタンクヤード）

手順1

電源車の移動、配置（３２ｍタンクヤード）

手順3

電源車接続準備

手順3

電源車接続準備

手順4

電源車接続

手順4

電源車接続

手順5

電源車からの給電開始

手順5

電源車からの給電開始

・電源車を配備箇所に配置

・電源車給電用ケーブル、仮設変圧器の確認

・低圧補機ケーブル解線、電源車接続

・電源車接続用の隔離

仮設
変圧器

計装用電源

低圧補機



タービン動補助給水ポンプ

主蒸気

主給水

淡水タンク

海水 消防自動車

蒸気発生器

主蒸気逃がし弁

２次系純水
タンク

復水タンク

ディーゼル駆動
消火ポンプ

可搬型消防
ポンプ

屋外消火栓等

手順①

手順②

手順③

手順④

手順⑤

タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水系統概要図

タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水方法
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防火水槽

・水源は本手順のとおり使用する。
使用できない場合は、次の水源を使用する。

・（　）は３号機
復水タンク(補助給水タンク）

からの水補給

２次系純水タンクからの水補給

手順②

手順①

淡水タンクからの水補給
［屋外消火栓等］

手順③

淡水タンクからの水補給
［消防自動車］

手順④

海水からの水補給
［可搬型消防ポンプ、消防自動車］

手順⑤

・可搬型消防ポンプ［又は消防自動車］により防火水槽へ注水し、
防火水槽から消防自動車により復水タンク（補助給水タンク）、２次
系純水タンクに注水

・屋外消火栓等より復水タンク
（補助給水タンク）、２次系純水
タンクに注水

・既存設備を利用

・既存設備を利用
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助給水タンク）、２次系純
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使用済燃料ピット

原子炉補助建屋 屋外

扉開放

水位低下分を
適宜補給

海水

消防自動車

ディーゼル駆動
消火ポンプ

可搬型消防
ポンプ

手順① 手順②

手順③

手順④

手順⑤

使用済燃料

使用済燃料ピットへの水補給方法

防火水槽

添付資料－５

使用済燃料ピットへの水補給系統概要図

淡水
タンク

２次系純水タンクからの水補給

燃料取替用水タンクからの水補給

手順②

手順①

・既存設備を利用

・既存設備を利用

淡水タンクからの水補給
［消火用連結送水管］

手順③

淡水タンクからの水補給
［消防自動車］

手順④

海水からの水補給
［可搬型消防ポンプ、消防自動車］

手順⑤

・消火用連結送水管より注水

・可搬型消防ポンプ［又は消防自動車］により防火水槽
へ注水し、防火水槽から消防自動車により注水

・淡水タンクから消防
  自動車により注水

燃料取替
用水タンク

２次系純水
タンク

水源は本手順のとおり使用する。
使用できない場合は、次の水源を使用する。

消火用
連結送水管

消防自動車

又は



全交流電源喪失時に必要な電気容量の妥当性
（１）電源供給先設備のイメージ図

原子炉格納容器

所内電源系
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伊方１号 116 29*1 145 300 155 11

伊方２号 108 29*1 137 300 163 21

伊方３号 93 0*2 93 300 207 24

*1：伊方１,２号機計器用電源Ｂ系は、直流電源負荷に含まれる。

*3：冷温停止移行に必要なほう酸ポンプの容量については、この余裕により確保できる。

*4：蓄圧タンク出口弁の閉止容量について

　　蓄圧タンク出口弁（コントロールセンタ負荷電動弁）閉止操作のため電源が必要であるが、出口弁の閉止にかかる

　　時間は短時間であり、その後は操作することがないため、閉止に係る短時間の操作電力は配備容量の余裕分で給電

　　できることから、必要容量に含めていない。

*2：伊方３号機計器用電源Ａ系、Ｂ系は、直流電源負荷に含まれる。

容量余裕
*3

［ｋＶＡ］

蓄圧タンク出口弁

閉止容量
*4
［ｋＶＡ］

全交流電源喪失時に必要な電気容量の妥当性
（２）原子炉除熱、運転監視継続のために必要な機器類の電源容量

プラント
直流電源
［ｋＶＡ］

必要容量
［ｋＶＡ］

配備容量
［ｋＶＡ］

計装用電源
（交流入力）
［ｋＶＡ］
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添付資料－６（３／６）

全交流電源喪失時に必要な電気容量の妥当性  
（３）伊方１号機 直流電源と計装用電源の負荷イメージ 
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負荷積上げ 15.7ｋVA 

直流母線Ｂ系の負荷 積上げ 
計装用電源装置Ａ系の定格入力容量

：

充電器の定格入力容量：

必要負荷容量の評価としては、

げ値よりも大きく安全側で評価できる

定格入力容量で見積もる。
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.7

 

計装用母線Ｂ系の
負荷積上げ 16.5ｋ

 
VA 

0.8ｋVA 4.0ｋVA 11 ｋVA 



 
 

（４）伊方２号機 直流電源と計装用電源の負荷イメージ 
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全交流電源喪失時に必要な電気容量の妥当性 

 

電源車 

蓄電池 

計器用電源装置

Ａ系 
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そ
の
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（
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視
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置
他
） 

負荷積上げ 15.3ｋVA 

直流母線Ｂ系の負荷 積上げ 35.4ｋVA 計装用電源装置Ａ系の定格入力容量

：29kVA 

充電器の定格入力容量：108ｋVA 
必要負荷容量の評価としては、負荷積上

げ値よりも大きく安全側で評価できる

定格入力容量で見積もる。 

充電器 

所内開閉装置 

電源車の配備容量 
300ｋVA 

電源車に必要な容量

137kVA 

計装用電源装置 
Ｂ系 

インバータ 
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負荷積上げ 15.4ｋVA 

4.0ｋVA 10.6ｋVA 

計装用母線Ｂ系の 
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全交流電源喪失時に必要な電気容量の妥当性 
（５）伊方３号機 直流電源と計装用電源の負荷イメージ 
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4.6ｋ  VA 9 ｋVA .2 23.9 VAｋ

計装用母線の負荷 積上げ 37.7ｋVA 

直流母線の負荷 積上げ 76.8ｋVA 

充電器の定格入力容量： VA
必要負荷容量の評価としては、

げ値よりも大きく安全側で評価できる

定格入力容量で見積もる。
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全交流電源喪失時に必要な電気容量の妥当性
（6）電源車等に必要な燃料の貯蔵量および供給方法

図2．発電所構内燃料運搬要領

添付資料－６（６／６）

伊方発電所構内での燃料補給は、燃料貯蔵所にてドラム缶をトラック（パワーゲート車等）に積載し、

 

電源車等の各機器設置場所まで運搬し、手動ポンプ等にて補給する。なお、トラック以外にも、ドラム

 

缶運搬台車による運搬が可能である。

 

（図2参照）

図1．燃料（軽油）貯蔵量の推移
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全交流電源喪失からの経過日数（日）

軽
油

貯
蔵

量
（
ℓ）

641 2 3 5

復水タンク(補助給水タンク)、２次系純水タンクから既設設備を利
用して、蒸気発生器(S/G)および使用済燃料ピット(SFP)へ給水
する期間（４日）

淡水タンクもしくは海水から消防自動車、可搬型
消防ポンプによりS/GおよびSFPへ給水

4.25日

燃料消費量

●電源車(300kVA×3台）：　4,536L／日

燃料消費量

●電源車(300kVA×3台）：　4,536L／日

●消防自動車(水槽車)　：　1,128L／日

●消防自動車(化学車)　：　1,200L／日

合 計   6,864L／日

伊方発電所構内には、津波の影響を受けない高台（EL.84m）に燃料貯蔵所を設置し、常時20,000Lの

軽油を貯蔵している。

伊方発電所の全プラントにて全交流電源喪失事象が発生し、電源車等の軽油を使用する機器が100%

負荷にて運転した場合、構内の貯蔵量にて4日以上の連続運転が可能である。

 

（図1参照）

伊方発電所構外からの燃料補給は、自社火力発電所（西条火力発電所）もしくは松山の契約製油所

にてミニタンクローリーに軽油を補給し、伊方発電所との間をピストン輸送することで対応する。1日当
たりの輸送・補給能力は、40,000Lであり、これは1日当たりの最大消費量約7,000Lを十分上回る。



蒸気発生器および使用済燃料ピットへの給水に必要な水量の妥当性

１号 ２号 ３号

復水タンク容

 

量〔m3〕
約390

（約390×1基）
約390

（約390×1基）
約740

（約740×1基）

２次系純水タ

 

ンク容量〔m3〕
約1,500

（約1,500×1基）
約1,500

（約1,500×1基）
約3,000

（約3,000×1基）

淡水タンク容

 

量〔m3〕
約14,500

（約6,000×2基，約2,500×1基）
約6,000

（約3,000×2基

 

）

（１）タンク容量および基数

１号 ２号 ３号 備考

蒸気発

 

生器

復水タンク

 

水量
〔m3〕

305 305 610
使用可能な水量は保安

 

規定での要求水量とした

蒸気発

 

生器
および
使用済

 

み燃料

 

ピット

２次系純水

 

タンク水量

 

〔m3〕
1,200 1,200 2,600

使用可能な水量はタンク

 

の自動補給開始レベル

 

とした

淡水タンク

 

水量〔m3〕
6,200 6,200 5,200

使用可能な水量はタンク

 

の自動補給開始レベル

 

とし、1,2号機については、

 

それぞれでその水量の

 

50%を使用可能とした

（２）各タンクにおける有効水量

注：2次系純水タンク及び淡水タンクの有効水量については、それぞれ3桁目以降を切捨処理

とし有効数字２桁で評価した。

注：伊方3号機の場合は復水タンクを補助給水タンクと読み替える。（以下同様）

１．まえがき

表１

 

各タンクの容量および基数

表２

 

各タンクにおける有効水量

添付資料－７（１／１３）

全交流電源喪失時において、蒸気発生器２次側への給水による炉心の崩壊

 

熱除去および使用済燃料ピットへ水を補給することで貯蔵燃料の崩壊熱による

 

水位低下を補うために必要な水量に関する評価を実施した。

２．評価条件

全交流電源喪失時において、蒸気発生器および使用済燃料ピットの水源とな

 

るタンクの容量を表１に、各タンクの有効水量を表２に示す。



（３）蒸気発生器への必要給水流量算出に用いた崩壊熱の評価

伊方１，２号炉 伊方３号炉

燃焼条件 ウラン燃料

・燃焼度：３回照射燃料

 

55,000MWd/t

２回照射燃料

 

36,700MWd/t

１回照射燃料

 

18,300MWd/t

・ウラン濃縮度：

 

4.8wt％

ウラン燃料

・燃焼度：

 

３回照射燃料

 

55,000MWd/t

２回照射燃料

 

36,700MWd/t

１回照射燃料

 

18,300MWd/t

・ウラン濃縮度：

 

4.8wt％

MOX燃料

・燃焼度：

 

３回照射燃料

 

45,000MWd/t

２回照射燃料

 

35,000MWd/t

１回照射燃料

 

15,000MWd/t

・Pu含有率：

 

4.１wt％濃縮ウラン相当

表３

 

崩壊熱評価条件

注１：１,２号炉は、55,000MWd/t燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請(平成14年4月申請)安全
審査における評価条件。

注２：３号炉は、

 

MOX燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請(平成16年11月申請)安全審査にお
ける評価条件。

蒸気発生器への必要補給水流量の計算に必要な炉心の崩壊熱の評価は、表

 

３に示すような厳しい前提条件として、核分裂生成物（ＦＰ）崩壊熱に関しては、

 

「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針（昭和56年7月20日原子

 

力安全委員会決定、平成4年6月11日一部改定）」においてその使用が認められ

 

ている、日本原子力学会推奨値（不確定性（３σ）込み）を用い、アクチニド崩壊

 

熱に関しては、十分実績のあるORIGEN2コード評価値（不確定性（20%）込み）を

 

用いる。

添付資料－７（２／１３）

図１

 

崩壊熱評価結果

上記条件で評価した結果を図１に示す。
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（４）蒸気発生器への必要補給水流量の計算

【計算条件】
SG２次側飽和蒸気エンタルピー

 

：

 

2745[kJ／kg]
補給水エンタルピー

 

：

 

167 [kJ／kg]
補給水密度

 

：

 

992[kg／m3]
（日本機械学会蒸気表から引用）

原子炉からの崩壊熱を除去し、一次冷却材の圧力と温度（高温側）を0.7MPa，

 

170℃に維持するための蒸気発生器への必要補給水流量を以下の式で計算

 

する。

SG必要補給水流量

 

＝
崩壊熱[kW]×3600

（[SG2次側飽和蒸気エンタルピ－] －[ 補給水エンタルピー]）×補給水密度

添付資料－７（３／１３）

（５）使用済燃料ピットへの必要給水流量算出に用いた崩壊熱

使用済燃料ピットへの必要補給水流量計算に必要な燃料の崩壊熱は表４およ

 

び表５に示すような厳しい前提条件として、核分裂生成物（ＦＰ）崩壊熱に関して

 

は、「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針（昭和56年7月20日原

 

子力安全委員会決定、平成4年6月11日一部改定）」においてその使用が認めら

 

れている日本原子力学会推奨値（不確定性（3σ）込み）を用い、アクチニド崩壊

 

熱に関しては十分実績のあるORIGEN2コード評価値（不確定性（20％）込み）を

 

用いる。

表４

 

崩壊熱評価条件（１,２号炉）

伊方1、２号炉

燃焼条件

・燃焼度：３回照射燃料

 

55,000MWd/t
２回照射燃料

 

36,700MWd/t
１回照射燃料

 

18,300MWd/t
・ウラン濃縮度：4.8wt%

照射回数 ３ｻｲｸﾙ照射後取出

運転期間 １３ヶ月

停止期間 ３０日

燃料取出期間 ９．５日

注：伊方1,2,3号炉55,000MWd/t燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請（平

成14年4月申請）安全審査における使用済燃料ピット冷却設備の評価条件

[m3／h]



添付資料－７（４／１３）

伊方３号炉

MOX燃料 ウラン燃料 伊方1,2号炉燃料

燃焼条件

・燃焼度：
３回照射燃料

 

45,000MWd/t 
２回照射燃料

 

35,000MWd/t
１回照射燃料

 

15,000MWd/t
・Pu含有率：4.1wt%濃縮ウラン相当

・燃焼度：
３回照射燃料

 

55,000MWd/t 
２回照射燃料

 

36,700MWd/t
１回照射燃料

 

18,300MWd/t
・ウラン濃縮度：4.8wt%

照射回数 ３ｻｲｸﾙ照射後取出 同左 同左

運転期間 １３ヶ月 同左 同左

停止期間 ３０日 同左 同左

燃料取出期間 ７．５日 同左 ２年冷却後輸送

表５

 

崩壊熱評価条件（３号炉）

注：伊方3号炉MOX燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請（平成16年11月申請）安全審査に
おける使用済燃料ピット冷却設備の評価条件

（６）使用済燃料ピットへの必要補給水流量の計算

使用済燃料ピット保管の燃料の崩壊熱Ｑによる保有水の蒸散量ΔＶ／Δｔ（ｍ３／

 

ｈ）は以下の通りである。

ΔＶ／Δｔ＝Ｑ／（ρ×ｈｆｇ）（ｍ３／ｈ）※１

ρ（飽和水密度）

 

：958kg/m3※２（プラント共通）

hfg（飽和水蒸発潜熱）：2,257ｋJ/kg※２（プラント共通）

Ｑ（ＳＦＰ崩壊熱）：4,629ｋＷ（伊方１号炉）

 

※３

：

 

4,706ｋＷ（伊方２号炉）

 

※３

：11,７15kW（伊方３号炉）

 

※３

使用済燃料ピットの冷却機能が喪失することによる使用済燃料ピットの水温上

 

昇及び保有水量減少（蒸散）を補うための使用済燃料ピットへの必要補給水流

 

量を以下の式で計算する。

（ρ×ΔＶ）ｋｇの飽和水が蒸気に変わるための熱量はｈｆｇ×（ρ×ΔＶ）（ｋＪ）で、使用済燃料の

 

Δｔ時間あたりの崩壊熱量ＱΔｔに等しい。なお、保有水は保守的に大気圧下での飽和水

 

（100℃）として評価する。

※１

※２ 国立天文台編

 

理科年表から引用。

※３ 表６～表８参照



取出燃料 冷却期間 燃料数 崩壊熱（MW）

定検時取出燃料１ 9.5日 1/3炉心（40体） 1.252
定検時取出燃料２ 9.5日 1/3炉心（40体） 1.359
定検時取出燃料３ 9.5日 1/3炉心（41体） 1.501

1ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 1×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.195
2ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 2×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.108
3ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 3×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.071
4ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 4×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.055
5ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 5×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.047
6ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 6×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 39体 0.041

合計 － 360体 4.629

表６

 

燃料取出スキーム（伊方１号炉）

取出燃料 冷却期間 燃料数 崩壊熱（MW）

定検時取出燃料１ 9.5日 1/3炉心（40体） 1.252
定検時取出燃料２ 9.5日 1/3炉心（40体） 1.359
定検時取出燃料３ 9.5日 1/3炉心（41体） 1.501

1ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 1×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.195
2ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 2×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.108
3ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 3×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.071
4ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 4×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.055
5ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 5×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.047
6ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 6×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.042
7ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 7×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.038
8ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 8×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 1/3炉心（40体） 0.036
9ｻｲｸﾙ冷却済み燃料 9×（13ヶ月＋30日）＋9.5日 3体 0.002

合計 － 444体 4.706

表７

 

燃料取出スキーム（伊方２号炉）

注１：伊方1,2,3号炉55,000MWd/t燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請（平成14年4 
月申請）安全審査における使用済燃料ピット冷却設備の評価条件。

注２：伊方2号炉の使用済燃料ピットの燃料保管容量は444体。
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注１：伊方1,2,3号炉55,000MWd/t燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請（平成14年4 
月申請）安全審査における使用済燃料ピット冷却設備の評価条件。

注２：伊方1号炉の使用済燃料ピットの燃料保管容量は360体。
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復水タンクからの
供給可能時間

２次系純水タンク
からの給水可能日数

淡水タンクからの
給水可能日数

伊方１号機 約５時間 ＋約４日 ＋約２６日以上

伊方２号機 約５時間 ＋約４日 ＋約２６日以上

伊方３号機 約９時間 ＋約４日 ＋約１１日

３．評価結果（運転中）

（２）使用可能期間

２次系純水タンクへ
切り替える際の

必要流量

使用済燃料
ピット補給開始時

の必要流量

淡水タンクへ切

 

り替える際の必

 

要流量

海水へ切り替え

 

る際の必要流量

伊方１号機 約21m
3

 

/h 約14m
3

 

/h 約11m
3

 

/h 約6m
3

 

/h以下

伊方２号機 約21m
3

 

/h 約13m
3

 

/h 約11m
3

 

/h 約6m
3

 

/h以下

伊方３号機 約29m
3

 

/h 約34m
3

 

/h 約24m
3

 

/h 約18m
3

 

/h

（１）水源切替時等の必要流量

注１：上記評価結果は蒸気発生器及び使用済燃料ピット両者に供給した場合の給水可能期間を示す。
注２：1,2号機の各タンクの保有水は保守的に30日で枯渇するものとして評価した。

注１：上記評価結果は蒸気発生器及び使用済燃料ピット両者に供給した場合の必要流量を示す。
注２：使用済燃料ピットへの補給量評価は、安全審査等で使用済燃料ピット冷却性評価に用いる設

計熱負荷をベースに評価した。

表１０

 

各タンクの使用可能期間

表９

 

水源切替時等の必要流量

添付資料－７（７／１３）

（３）流量測定結果
表１１

 

流量測定結果

淡水タンクからの補給流量 海からの補給流量

伊方１号機 約28m3/h 約34m3/h

伊方２号機 約29m3/h 約41m3/h

伊方３号機 約39m3/h 約42m3/h

２．に示した評価条件を用いて蒸気発生器および使用済燃料ピットへの必要補

 

給水流量を評価した結果を示す。

また、淡水タンクからの補給流量および海からの補給流量の測定結果を表１１

 

に示す。

水源切替時等の必要流量を表９に、必要流量を用いて算出した各タンクの使

 

用可能期間を表１０に、それぞれの経過日数による変化を図２～図７に示す。



伊方１号機（運転中の補給水量）
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注１：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。
注２：1,2号機の各タンクの保有水は保守的に30日で枯渇するものとして評価した。

海水

伊方１号機（運転中の補給水流量）
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海水への切替注１：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。
注２：1,2号機の各タンクの保有水は保守的に30日で枯渇するものとして評価した。
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蒸気発生器:流量約 21m3／h
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図２

 

伊方１号機運転中における補給水量

図３

 

伊方１号機運転中における補給水流量
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注１：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。
注２：1,2号機の各タンクの保有水は保守的に30日で枯渇するものとして評価した。
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伊方２号機（運転中の補給水量）

伊方２号機（運転中の補給水流量）

図４

 

伊方２号機運転中における補給水量

図５

 

伊方２号機運転中における補給水流量
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注：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。

海水
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約４日

必
要

流
量
［
m

3/
h］

日数［日］

使用済燃料ピット:流量約 9m3／h

４日 １５日
約１１日

蒸気発生器:流量約 9m3／h

蒸気発生器:流量約 15m3／h

蒸気発生器:流量約 29m3／h

約９時間
（補助給水タンク）

２次系純水＋淡水 海水

使用済燃料ピット
水位が通常水位

-0.2mとなる

約１日

注：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。

２次系純水タンクから
淡水タンクへの切替

淡水タンクから
海水への切替
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伊方３号機（運転中の補給水量）

伊方３号機（運転中の補給水流量）

図６

 

伊方３号機運転中における補給水量

図７

 

伊方３号機運転中における補給水流量



使用済燃料ピット水位
NWLから-２０cmまでの

所要時間

２次系純水タ

 

ンクからの給

 

水可能日数

燃料取替用水

 

タンクからの給

 

水可能日数

淡水タンクから

 

の給水可能日

 

数

伊方１号機 約１５時間（約０．５日） 約６日 － ＋約２４日以上

伊方２号機 約１９時間（約０．５日） 約６日 － ＋約２４日以上

伊方３号機 約１５時間（約０．５日） 約５．５日 － ＋約１１日

４．評価結果（定検中）

（２）使用可能期間

伊方１号機 伊方２号機 伊方３号機

必要補給流量［m
3

 

/h］ 約７．７ 約７．８ 約１９．５

（１）使用済燃料ピットの水位維持に必要な流量

注１：上記評価結果は使用済燃料ピットのみに供給した場合の給水可能期間を示す。
注２：1,2号機の各タンクの保有水は保守的に30日で枯渇するものとして評価した。

注３：燃料取替用水タンクからの補給は保守的に無視した。

注：上記評価結果は安全審査等で使用済燃料ピット冷却性評価に用いる設計熱負荷
で評価した。

伊方１号機 伊方２号機 伊方３号機

定検中［日］ 約３．６ 約４．６ 約３．８

運転中［日］（参考） 約１１．９ 約１４．６ 約８．１

（３）使用済燃料ピットにおける燃料露出までの所要日数

注：上記評価結果はスロッシングによる溢水量を使用済燃料ピット保有水量から
差し引いた値で評価した。

表１３

 

各タンクの使用可能期間

表１２

 

使用済燃料ピットの水位維持に必要な流量

表１４

 

燃料露出までの所要日数
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２．に示した評価条件を用いて評価した使用済燃料ピットの水位維持に必要な

 

流量を表１２に、必要流量を用いて算出した各タンクの使用可能期間を表１３に、

 

使用済燃料ピットへの補給が無い場合における燃料露出までの日数を表１４に、

 

それぞれの経過日数による変化を図８～図１０に示す。
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６日 ３０日
約２４日

２次系純水＋淡水

２次系純水タンクから
淡水タンクへの切替

淡水タンクから
海水への切替

注１：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。
注２：1,2号機の各タンクの保有水は保守的に30日で枯渇するものとして評価した。

海水
使用済燃料ピット
水位が通常水位

-0.2mとなる

使用済燃料ピット:流量約 ７．７m3／h

約６日

約０．５日

伊方１号機（定検中の補給水流量）
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６日 ３０日
約２４日

２次系純水＋淡水

２次系純水タンクから
淡水タンクへの切替

淡水タンクから
海水への切替

注１：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。
注２：1,2号機の各タンクの保有水は保守的に30日で枯渇するものとして評価した。

海水使用済燃料ピット
水位が通常水位

-0.2mとなる

使用済燃料ピット:流量約 ７．８m3／h

約６日

約０．５日

伊方２号機（定検中の補給水流量）
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図９

 

伊方２号機定検中における補給水流量

図８

 

伊方１号機定検中における補給水流量



伊方３号機（定検中の補給水流量）
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約１１日

２次系純水＋淡水

２次系純水タンクから
淡水タンクへの切替

淡水タンクから
海水への切替

注：事象発生から各水源の切替までの日数は小数点以下を切捨処理した。

海水使用済燃料ピット
水位が通常水位

-0.2mとなる

使用済燃料ピット:流量約 １９．５m3／h

約５．５日

約０．５日
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５．まとめ

図１０

 

伊方３号機定検中における補給水流量

蒸気発生器および使用済燃料ピットへの必要補給水流量の評価結果および流

 

量測定の結果から、全交流電源喪失時において、蒸気発生器２次側への給水に

 

よる炉心の崩壊熱除去および使用済燃料ピットへ水を補給することで貯蔵燃料

 

の崩壊熱による水位低下を補うことが継続的に可能であることを確認できた。



添付資料―８（１／３）

緊急点検の実施結果 

号機 機器・設備 点検内容 点検結果 点検日 

非常用ディーゼル発電機1A、1B ・機能確認 良 
１Ａ：平成２３年３月１１日 

１Ｂ：平成２３年３月１２日 

タービン動補助給水ポンプ１号 ・機能確認 良 平成２３年３月１８日 

ディーゼル駆動消火ポンプ ・機能確認 良 平成２３年３月２２日 

主蒸気逃がし弁１Ａ、１Ｂ ・外観確認 良 平成２３年４月１３日 

復水タンク１号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

蓄圧タンク１Ａ、１Ｂ 

・外観確認 

・水位確認 

・圧力確認 

良 平成２３年４月１３日 

蓄圧タンク出口弁１Ａ、１Ｂ 
・外観確認 

・電源確認 
良 平成２３年４月１３日  

直流電源装置１Ａ、１Ｂ 
・外観確認 

・電圧確認 
良 平成２３年４月１３日 

２次系純水タンク１号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

脱塩水タンク１号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

１
号
機 

燃料取替用水タンク１号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

非常用ディーゼル発電機2A、2B ・機能確認 良 
２Ａ：平成２３年３月１３日 

２Ｂ：平成２３年３月１３日 

タービン動補助給水ポンプ２号 ・機能確認 良 平成２３年３月２２日 

主蒸気逃がし弁２Ａ、２Ｂ ・外観確認 良 平成２３年４月１３日 

復水タンク２号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

蓄圧タンク２Ａ、２Ｂ 

・外観確認 

・水位確認 

・圧力確認 

良 平成２３年４月１３日  

蓄圧タンク出口弁２Ａ、２Ｂ 
・外観確認 

・電源確認 
良 平成２３年４月１３日  

直流電源装置２Ａ、２Ｂ 
・外観確認 

・電圧確認 
良 平成２３年４月１３日  

２次系純水タンク２号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

２
号
機 

燃料取替用水タンク２号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日
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号機 機器・設備 点検内容 点検結果 点検日 

非常用ディーゼル発電機3A、3B ・機能確認 良 
３Ａ：平成２３年３月１３日 

３Ｂ：平成２３年３月１４日 

タービン動補助給水ポンプ３号 ・機能確認 良 平成２３年３月１８日 

消火ポンプ３Ｂ ・機能確認 良 平成２３年３月１６日 

主蒸気逃がし弁3A、3B、3C ・外観確認 良 平成２３年４月１２日 

補助給水タンク３号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１２日 

蓄圧タンク3A、3B、3C 

・外観確認 

・水位確認 

・圧力確認 

良 平成２３年４月１２日 

蓄圧タンク出口弁3A、3B、3C 
・外観確認 

・電源確認 
良 平成２３年４月１２日  

直流電源装置３Ａ、３Ｂ 
・外観確認 

・電圧確認 
良 平成２３年４月１２日 

２次系純水タンク３号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１２日、１４日

脱塩水タンク３号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１２日、１４日

３

号

機 

燃料取替用水タンク３号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１２日 

ろ過水タンクＡ、Ｂ 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

ろ過水貯蔵タンク３号 
・外観確認 

・水位確認 
良 平成２３年４月１３日、１４日

３号機純水装置前防火水槽 
・外観確認 

・水張確認 
良 平成２３年４年１５日 

屋外消火栓 

3U A/B32m消火用連結送水管 
3U 放水口 
2U A/B32m消火用連結送水管 
2U 放水口 

・外観確認 良 
平成２３年４月１２日 

～１４日 

共
通
設
備 

3U T/B屋上消火用連結送水管 

放水口 
・外観確認 良 平成２３年４月１５日 
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号機 機器・設備 点検内容 点検結果 点検日 

化学消防自動車1台 
・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日 

水槽付消防自動車1台 
・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日 

ユニック車1台 
・外観点検 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日 

ドラム缶運搬台車8台 
・外観点検 

・員数確認 
良 平成２３年４月１９日 

可搬型消防ポンプ2台 
・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日  

手動ポンプ（軽油用ドラム缶） 

2台 

・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１９日 

手動ポンプ（ガソリン用ドラム缶）

1台 

・外観点検 

・員数確認 
良 平成２３年４月２０日 

軽油用ドラム缶（100本） 
・外観点検 

・員数確認 
良 平成２３年４月２２日 

ガソリン用ドラム缶（3本） 
・外観点検 

・員数確認 
良 平成２３年４月２０日 

消防用ホース160本   
・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日  

電源車（300kVA）3台 
・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日 

全交流電源喪失対応用変圧器 

（300kVA）3台 

・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日 

仮
設
設
備 

全交流電源喪失対応用ケーブル 

（14本） 

・外観確認 

・員数確認 
良 平成２３年４月１５日､２１日

 

 

 

 



（本部長）

原子力防災管理者

（所長）

（副本部長）

副原子力防災管理者

（副所長）

（総括） 情報連絡班 ・本店災害対策総本部との指令受理、情報伝達

原子力防災管理者が ・各災害対策本部との情報伝達

指名した者 ・各班情報の収集

・国および愛媛県、伊方町への情報連絡

・原子力災害合同対策会議における情報の交換

報 道 班 ・特定事象が発生した場合における当該特定事象

に関する広報

・周辺市町、警察署、消防本部、海上保安部等への

情報連絡

運 転 班 ・事故状況の把握

・事故拡大防止に必要な運転上の措置

・発電所施設の保安維持

調査復旧班 ・事故状況の把握評価

・事故影響範囲の推定

・事故拡大防止対策の検討

・応急復旧計画の樹立およびこれに基づく措置

・事故復旧計画の樹立

・施設設備の整備および点検ならびに応急の復旧

技術支援班 ・発電所内外の放射線・放射能の状況把握

・被ばく管理、汚染管理

・放射性物質による汚染の除去

・他の原子力事業者からの応援者との連絡調整

総 務 班 ・所内への周知

・避難誘導・救護・警備対策

・緊急被ばく医療の実施

・食料、被服、宿泊の調達手配

・資機材の調達輸送

・火災を伴う場合の消火活動

（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ派遣） ・原子力災害合同対策協議会における情報の交換

・主務大臣、関係地方公共団体の長その他関係者と

の連絡調整

・原子力災害合同対策協議会における緊急事態応急

対策についての相互の協力

伊方発電所原子力防災組織下における緊急時対応業務体制
（原子力防災組織［発電所災害対策本部］）
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伊方発電所原子力防災組織下における緊急時対応業務体制

現場指揮者

消防自動車操作班
使用済燃料ピット

対応班
水源確保班

・消防車、消火ホース
　の準備、現場での取
　り回し
・水源からのホース取
　り回し
・消防車による取水、
　送水
・現場指揮者との連携

・消火ホースの準備、
　現場での取り回し
・使用済燃料ピットへ
　の注水準備
・現場の水位監視
・現場指揮者との連携

・消火ホースの準備、
　現場での取り回し
・タンクへの注水準備
・タンク水位監視
・現場指揮者との連携

電源確保班 燃料補給班

・電源車の配置、操作
・電源供給先へのケー
　ブル敷設
・ケーブルと負荷との
　接続
・電源車給電
・発電所災害対策本部
　との連携

・ディーゼル駆動消火
　ポンプ、電源車、消
　防自動車、可搬消防
　ポンプの燃料タンク
　の油量監視
・燃料の運搬、補給
・発電所災害対策本部
　との連携

運転班
＊１

・運転総括内規に基づ
　く運転操作
・運転パラメータの監
　視
・発電所災害対策本部
　との連携

［主な実施内容］ ［主な実施内容］ ［主な実施内容］ ［主な実施内容］ ［主な実施内容］ ［主な実施内容］

＊１ 運転班は「運転総括内規」による。

本店災害対策総本部

東京支社
災害対策本部

松山支店
災害対策本部

発電所災害対策本部
（本部長：所長）
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（本部長）

社 長

（副本部長）

副社長

（本部員）

関係部長以上

（事務局長） 情報連絡班 ・本店災害対策総本部指令の伝達

原子力部長 ・各災害対策本部との情報連絡

・各班情報の収集

・社外関係機関への連絡

報 道 班 ・特定事象が発生した場合における当該特定事象

に関する広報

調査復旧班 ・事故状況の把握

・事故影響範囲の評価

・事故拡大防止対策の評価

・応急復旧の総括

・事故復旧の総括

・電力系統の運用、需給調整

・復旧資機材の緊急調達輸送

技術支援班 ・放射線被害状況の把握

・放射線管理の総括

・他の原子力事業者への応援要請

総 務 班 ・緊急被ばく医療の総括

・本店建物の警備

・食料、宿泊の手配調達

(ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ派遣） ・原子力災害合同対策協議会における情報の交換

・主務大臣、関係地方公共団体の長その他関係者

との連絡調整

・原子力災害合同対策協議会における緊急事態応

急対策についての相互の協力

伊方発電所原子力防災組織下における緊急時対応業務体制
（原子力防災組織［本店災害対策総本部］）

添付資料－９（３／３）



添付資料－１０（１／４）

＜伊方１号機＞

訓練実施日

電源車による
電源応急復旧

電源車の移動・配置、給電路の準備、
ケーブル接続、給電開始
（３２M保修建屋前→低圧補機ケーブル→
安全系補機遮断器）

4月20日

淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）
（ディーゼル駆動消火ポンプあり） 4月19日

淡水タンクからの水補給（消防自動車）
（ディーゼル駆動消火ポンプなし）

4月19日

海水からの水補給
（可搬型消防ポンプ、消防自動車）

4月20日

淡水タンクからの水補給（消火用連結送
水管）
（ディーゼル駆動消火ポンプあり）

4月19日

淡水タンクからの水補給（消防自動車）
（ディーゼル駆動消火ポンプなし）

4月19日

海水からの水補給
（可搬型消防ポンプ、消防自動車）

4月20日

訓練実施結果

訓練結果：良好

使用済燃料ピットへの
給水確保

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月19日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・脱塩水タンク１号からは７→８本に実績反映。
・ろ過水タンクＡからは２４→２６本に実績反映。
・ろ過水タンクＢからは２６→３０本に実績反映。

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月20日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・1,2号 放水口から３号 純水装置前防火水槽は１２本×２ルート→１３本×２ルートに実
績反映。
・３号 純水装置前防火水槽から１号 使用済燃料ピットは１２→１３本に実績反映。

訓練内容 訓練結果及び改善点

訓練結果：良好

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月19日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。

・ろ過水タンクＡから復水タンク１号は２９→３０本に実績反映。
・ろ過水タンクＡから２次系純水タンク１号は２６→２７本に実績反映。
・ろ過水タンクＢから復水タンク１号は３２→３４本に実績反映。
・ろ過水タンクＢから２次系純水タンク１号は２９→３１本に実績反映。

訓練結果：良好

改善点：雨天時の安全性および作業効率を向上させるため、変圧器を建屋内または
キュービクル内に設置する。

蒸気発生器への
給水確保

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月20日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・1,2号 放水口から３号 純水装置前防火水槽は１２本×２ルート→１３本×２ルートに実
績反映。



添付資料－１０（２／４）

＜伊方２号機＞

訓練実施日

電源車による
電源応急復旧

電源車の移動・配置、給電路の準備、
ケーブル接続、給電開始
（３２M保修建屋前→低圧補機ケーブル→
安全系補機遮断器）

4月19日

淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）
（ディーゼル駆動消火ポンプあり） 4月19日

淡水タンクからの水補給（消防自動車）
（ディーゼル駆動消火ポンプなし）

4月19日

海水からの水補給
（可搬型消防ポンプ、消防自動車）

4月20日

淡水タンクからの水補給（消火用連結送
水管）
（ディーゼル駆動消火ポンプあり）

4月19日

淡水タンクからの水補給（消防自動車）
（ディーゼル駆動消火ポンプなし）

4月19日

海水からの水補給
（可搬型消防ポンプ、消防自動車）

4月20日

訓練実施結果

訓練内容

訓練結果：良好

改善点：雨天時の安全性および作業効率を向上させるため、変圧器を建屋内または
キュービクル内に設置する。

訓練結果及び改善点

訓練結果：良好

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月19日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・脱塩水タンク１号からは７→８本に実績反映。
・ろ過水タンクＡからは２４→２５本に実績反映。
・ろ過水タンクＢからは２６→２９本に実績反映。

訓練結果：良好

改善点：２次系純水タンク２号のタンク下からマンホールまでのホース敷設（階段）の際、
階段途中の継手が外れた。（金具のラッチ部が階段でひっかかり外れた。）手順への反
映として、ホースをタンクに敷設時は、タンク下でホースを連結し、ホース金具を持って運
搬することやホース金具は所定の位置にて、階段から浮かせた状態を保持できるように
手すりに固縛する旨の注意事項を記載した。これについては、他の手順についても同様
であるため全体を通した注意事項として記載した。

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月19日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・脱塩水タンク１号から２次系純水タンク２号は６本→７本に実績反映。
・ろ過水タンクＡから復水タンク２号は２０→２４本に実績反映。
・ろ過水タンクＡから２次系純水タンク２号は２２→２４本に実績反映。
・ろ過水タンクＢから復水タンク２号は２３→２８本に実績反映。
・ろ過水タンクＢから２次系純水タンク２号は２５→２８本に実績反映。

蒸気発生器への
給水確保

使用済燃料ピットへの
給水確保

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月20日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・1,2号 放水口から３号 純水装置前防火水槽は１２本×２ルート→１３本×２ルートに実
績反映。
・３号 純水装置前防火水槽から２次系純水タンク２号は１２→１３本に実績反映。

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月20日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・1,2号 放水口から３号 純水装置前防火水槽は１２本×２ルート→１３本×２ルートに実
績反映。
・３号 純水装置前防火水槽から２号 使用済燃料ピットは９→１３本に実績反映。



添付資料－１０（３／４）

＜伊方３号機＞

訓練実施日

電源車による
電源応急復旧

電源車の移動・配置、給電路の準備、
ケーブル接続、給電開始
（３２Mタンクヤード前→低圧補機ケーブル
→安全系補機遮断器）

4月18日

淡水タンクからの水補給（屋外消火栓また
は消火用連結送水管）
（ディーゼル駆動消火ポンプあり）

4月18日

淡水タンクからの水補給（消防自動車）
（ディーゼル駆動消火ポンプなし）

4月18日

海水からの水補給
（可搬型消防ポンプ、消防自動車）

4月18日

淡水タンクからの水補給（消火用連結送
水管）
（ディーゼル駆動消火ポンプあり）

4月18日

淡水タンクからの水補給（消防自動車）
（ディーゼル駆動消火ポンプなし）

4月18日

海水からの水補給
（可搬型消防ポンプ、消防自動車）

4月18日

訓練実施結果

訓練内容

訓練結果：良好

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月18日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・脱塩水タンク３号から補助給水タンク３号は１４本→１６本に実績反映。
・脱塩水タンク３号から２次系純水タンク３号は５本→６本に実績反映。
・ろ過水貯蔵タンク３号から補助給水タンク３号は１４→１６本に実績反映。
・ろ過水貯蔵タンク３号から２次系純水タンク３号は５→６本に実績反映。

蒸気発生器への
給水確保

使用済燃料ピットへの
給水確保

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月18日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・1,2号 放水口から３号 純水装置前防火水槽は１２本×２ルート→１３本×２ルートに実
績反映。
・３号 純水装置前防火水槽から３号 使用済燃料ピットは１０→１３本に実績反映。

訓練結果：良好

改善点①：ケーブル接続先をより堅固なケーブルトレイ電線管を使っている機器へ変更
し、電源供給の信頼性向上を図る。4月21日ルート変更し確認済み。
改善点②：雨天時の安全性および作業効率を向上させるため、変圧器を建屋内または
キュービクル内に設置する。

訓練結果及び改善点

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月18日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・脱塩水タンク３号からは１０→１２本に実績反映。
・ろ過水貯蔵タンク３号からは１０→１２本に実績反映。

訓練結果：良好

改善点：ホース本数は、4月18日の訓練時に想定していたホース本数から以下のとおり
実績反映した。
・1,2号 放水口から３号 純水装置前防火水槽は１２本×２ルート→１３本×２ルートに実
績反映。
・３号 純水装置前防火水槽から補助給水タンク３号は３→４本に実績反映。
・３号 純水装置前防火水槽から２次系純水タンク３号は１１→１０本に実績反映。

訓練結果：良好



添付資料－１０（４／４）

＜１、２、３号機共通　電源車、ディーゼル駆動消火ポンプ、可搬型消防ポンプ燃料補給＞

訓練実施日

電源車等への
燃料補給

電源車、ディーゼル駆動消火ポンプ、可搬
型消防ポンプへの燃料補給

4月20日

訓練実施結果

訓練内容 訓練結果及び改善点

訓練結果：良好

改善点①：燃料補給用ドラム缶を現場に設置する際には、設置箇所の傾斜等により傾
いたり転倒したりしないよう注意することを手順に明記した。

改善点②：３号純水装置建屋内のディーゼル駆動消火ポンプ燃料タンクへドラム缶を運
搬する際、建屋入口に段差があったため、作業効率の効率を図る観点から、スロープを
設置する。



海水 ピット
３ 号炉 放 水口

１号

２号

３号

EL.32m

電源車および給電用ケーブル設置計画

電源車移動

３号

EL.32m

待機位置

：電源車移動経路
：給電用ケーブル

電源車等の配置数

添付資料－１１

１．電源車

１号機 ２号機 ３号機

必要電源容量 １４５ｋＶＡ １３７ｋＶＡ ９３ｋＶＡ

配置電源車の

容量
３００ｋＶＡ ３００ｋＶＡ ３００ｋＶＡ

２．給電用ケーブル

【１，２号：３２ｍ保修建屋前－低圧補機】

【３号：３２ｍ原子炉補助建屋前－低圧補機（パワーセンタ母線連結用含む)】

１号機 ２号機 ３号機

必要ケーブル

長さ
約２２０ｍ

配置ケーブル

長さ
約３４０ｍ

約２８０ｍ

約４００ｍ

約５１０ｍ

約５８０ｍ

配置完了日 平成２３年３月３０日

配置完了日 平成２３年４月２１日



添付資料－１２（１／２） 

仮設ポンプおよびホースの配備数 
（タービン動補助給水ポンプの水源タンクへの補給） 

 
 
伊方１号機 

水  源 仮設ポンプ型式 仮設ポンプ仕様 台数 ホース数 配備完了日

屋外消火栓 － － － ７本 H23.4.20 

脱塩水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １２本 H23.4.20 

ろ過水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ ３４本 H23.4.20 

防火水槽 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １７本 H23.4.20 

海水 
(海水ピット) 

可搬型消防ポンプ 73.2m３/h(0.55MPa) ２  １２本＊１ H23.4.20 

海水(放水口) 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１  ２６本＊１ H23.4.20 

＊１：防火水槽までのホース数 
 

伊方２号機 
水  源 仮設ポンプ型式 仮設ポンプ仕様 台数 ホース数 配備完了日

屋外消火栓 － － － ５本 H23.4.20 

脱塩水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ ７本 H23.4.20 

ろ過水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ ２８本 H23.4.20 

防火水槽 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １３本 H23.4.20 

海水 
(海水ピット) 

可搬型消防ポンプ 73.2m３/h(0.55MPa) ２  １２本＊１ H23.4.20 

海水(放水口) 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１  ２６本＊１ H23.4.20 

＊１：防火水槽までのホース数 
 

伊方３号機 
水  源 仮設ポンプ型式 仮設ポンプ仕様 台数 ホース数 配備完了日

屋外消火栓 － － － ６本 H23.4.20 

脱塩水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １６本 H23.4.20 

ろ過水貯蔵 
タンク 

消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １６本 H23.4.20 

防火水槽 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １０本 H23.4.20 

海水 
(海水ピット) 

可搬型消防ポンプ 73.2m３/h(0.55MPa) ２  １２本＊１ H23.4.20 

海水(放水口) 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１  ２６本＊１ H23.4.20 

＊１：防火水槽までのホース数 
 
 
 
 
 



添付資料－１２（２／２） 

仮設ポンプおよびホースの配備数 
（使用済燃料ピットへの水補給） 

 
 
伊方１号機 

水  源 仮設ポンプ型式 仮設ポンプ仕様 台数 ホース数 配備完了日
消火用連結 
送水管 

－ － － 
４本 

(管理区域内) 
H23.4.20 

脱塩水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ ８本 H23.4.20 

ろ過水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ ３０本 H23.4.20 

防火水槽 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １３本 H23.4.20 

海水 
(海水ピット) 

可搬型消防ポンプ 73.2m３/h(0.55MPa) ２  １２本＊１ H23.4.20 

海水(放水口) 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１  ２６本＊１ H23.4.20 

＊１：防火水槽までのホース数 
 

伊方２号機 
水  源 仮設ポンプ型式 仮設ポンプ仕様 台数 ホース数 配備完了日

消火用連結 
送水管 

－ － － 
４本 

(管理区域内) 
H23.4.20 

脱塩水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ ８本 H23.4.20 

ろ過水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ ２９本 H23.4.20 

防火水槽 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １３本 H23.4.20 

海水 
(海水ピット) 

可搬型消防ポンプ 73.2m３/h(0.55MPa) ２  １２本＊１ H23.4.20 

海水(放水口) 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１  ２６本＊１ H23.4.20 

＊１：防火水槽までのホース数 
 

伊方３号機 
水  源 仮設ポンプ型式 仮設ポンプ仕様 台数 ホース数 配備完了日

消火用連結 
送水管 

－ － － 
２本 

(管理区域内) 
H23.4.20 

脱塩水タンク 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １２本 H23.4.20 

ろ過水貯蔵 
タンク 

消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １２本 H23.4.20 

防火水槽 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１ １３本 H23.4.20 

海水 
(海水ピット) 

可搬型消防ポンプ 73.2m３/h(0.55MPa) ２  １２本＊１ H23.4.20 

海水(放水口) 消防自動車 
120m３/h(0.85MPa) 
 84m３/h(1.40MPa) 

１  ２６本＊１ H23.4.20 

＊１：防火水槽までのホース数 
 
 



水密性向上対策の概要 

 

１．目的 

安全上重要な設備を対象に、海水による冠水の可能性を低減させるため、 

扉や貫通部にシール施工等を実施し、水密性の向上を図る。 

 

２．対象 

具体的な安全上重要な設備を以下に示す。 

・ タービン動補助給水ポンプ 

・ 蓄電池 

・ ディーゼル駆動消火水ポンプ 

・ 非常用ディーゼル発電機 

・ 安全系遮断器 

 

３．施工方法 

（１）建屋扉については、シール性のあるゴムを用いて水密性の向上を図った。 

（２）貫通部については、シリコン等を用いて水密性の向上を図った。 

 

 

４．施工数量 

（１）伊方１号機 

エリア 種別 箇所数 

扉 １箇所 タービン動補助給水ポンプ室 

（階下エリア（海水管室）含む） 貫通部 ３箇所 

扉 ２箇所 蓄電池室 

（１，２号エリア共用） 貫通部 ２箇所 

扉 ２箇所 ディーゼル駆動消火ポンプ室 

（１，２号共用） 貫通部(通気口含む) ２箇所 

扉 ５箇所 
非常用ディーゼル発電機室 

貫通部 対象なし 

扉 ４箇所 
安全系遮断器室 

貫通部 対象なし 
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（２）伊方２号機 

エリア 種別 箇所数 

扉 ３箇所 タービン動補助給水ポンプ室 

（階下エリア（海水管室）含む） 貫通部 ２箇所 

扉 ５箇所 
非常用ディーゼル発電機室 

貫通部 対象なし 

扉 ５箇所 
安全系遮断器室 

貫通部 対象なし 

 

（３）伊方３号機 

エリア 種別 箇所数 

扉 ５箇所 
タービン動補助給水ポンプ室 

貫通部 対象なし 

扉 ６箇所 
蓄電池室，安全系遮断器室 

貫通部 対象なし 

扉 ５箇所 
ディーゼル駆動消火ポンプ 

貫通部(通気口含む) 対象なし 

扉 １９箇所 
非常用ディーゼル発電機室 

貫通部 ７箇所 
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水密性向上対策例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．扉 

２．貫通部 
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蓄圧タンク

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材
ポンプ

制御棒

高圧注入ポンプ

格納容器
スプレイポンプ

余熱除去ポンプ

電動消火水
ポンプ

消火水系へ

格納容器サンプ

原子炉格納容器

格納容器スプレイ

ディーゼル駆動
消火水ポンプ

海へ

非常用ディーゼル
発電機

海水ポンプ

原子炉補機冷却水ポンプ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

燃料取替
用水タンク 主蒸気 蒸気タービンへ

駆動用蒸気

原子炉
補助建屋

使用済燃料
ピット

淡水
タンク中央制御室

(監視機能）

Ｍ
安全系低圧補機用

遮断器

タービン動補助給水ポンプ

復水
タンクＭ

電動補助給水ポンプ

Ｍ

外部電源

・訓練の実施とフィードバック
・対応手順書の作成

⑥伊方発電所における構造等を踏まえた当面
必要となる対応策の充実

主蒸気逃がし弁

①緊急点検の実施

津波により３つの機能が喪失した場合においても、炉心損傷や使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を抑制しつ
つ、原子炉施設の冷却機能の回復を図るために、『電源車による電源応急復旧』、『蒸気発生器への給水確保』、『使用済燃
ピットへの水補給』の３つの緊急時対応を実現する。

緊急安全対策のイメージ図

②緊急時対応計画の点検及び訓練の実施

③緊急時の電源確保（電源車による電源応急復旧）

既設
ケーブル

給電用
ケーブル

原子炉建屋 屋外

消防自動車等

使用済燃料ピット

使用済燃料

原子炉補助建屋 屋外

消火用

連結送水管
機器搬入口

淡水タンク

水位低下分を
適宜補給

海水

・安全上重要な機器（タービン動補助給水ポンプ
等）設置エリアの入口扉等にシール施工を実施

・非常用ディーゼル発電機の機能確認実施
・３つの緊急時対応実現のための必要設備・資機材の点検

④緊急時の最終的な除熱機能の確保
　（蒸気発生器への給水確保）

復水
タンク

タービン動補助給水ポンプ

主蒸気

主給水

淡水
タンク

海水

消防自動車等

蒸気発生器

主蒸気逃がし弁

屋外消火栓

・消防自動車及び消防用ホース等の配置

⑤緊急時の使用済燃料ピットの冷却確保
　（使用済燃料ピットへの水補給）

・消防自動車及び消防用ホース等の配置

・電源車、給電用ケーブル等の配置

出入口扉 貫通部

低圧補機

添
付

資
料

－
１
４



海水 ピット
３ 号炉 放 水口

取

１号

２号

３号

EL.32m

３号

EL.32m

添
付
資
料
－
１
５

電源車、消防自動車等の保管場所

電源車、消防自動車、可搬型消防ポンプ等
保管場所(EL.32m)



⑤復水タンク

⑥蓄電池室
④タービン動

補助給水ポンプ

③非常用
ディーゼル発電機

※主要機器の設置レベルを主として
記載したものであり、実際の配置
場所とは異なる。

電源車 消防自動車

ＥＬ. １０ｍ

主要機器設置レベル概念図（伊方１号機および２号機）

①中央制御室 ②安全系遮断器
③非常用ディーゼル

　発電機
④タービン動

　補助給水ポンプ
⑤復水タンク ⑥蓄電池室

伊方１号機 ＥＬ．１７．２ｍ ＥＬ．１０．２ｍ ＥＬ．１０．２ｍ ＥＬ．１０．２ｍ ＥＬ．３２．２ｍ ＥＬ．４．２ｍ

伊方２号機 ＥＬ．１７．２ｍ ＥＬ．１０．２ｍ ＥＬ．１０．２ｍ ＥＬ．１０．２ｍ ＥＬ．３２．２ｍ ＥＬ．４．２ｍ

①中央制御室

②安全系遮断器

ＥＬ. ３２ｍ

海

添
付
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料
－
１
６
（
１
／
２
）



⑤補助給水タンク

①中央制御室

⑥蓄電池室

④タービン動補助給水ポンプ

③非常用ディーゼル発電機

②安全系遮断器

※主要機器の設置レベルを主として
記載したものであり、実際の配置
場所とは異なる。

①中央制御室 ②安全系遮断器
③非常用ディーゼル

　発電機
④タービン動

　補助給水ポンプ
⑤補助給水タンク ⑥蓄電池室

伊方３号機 ＥＬ．１７．８ｍ ＥＬ．１０．３ｍ ＥＬ．１０．３ｍ ＥＬ．１０．０ｍ ＥＬ．２５．９ｍ ＥＬ．１０．３ｍ

使用済燃料
ピット

ＥＬ.１０ｍ

ＥＬ. ３２ｍ

電源車 消防自動車

海

添
付
資
料
－
１
６
（

２
／
２
）

主要機器設置レベル概念図（伊方３号機）



低温停止状態移行までの対応シナリオ
（移行プロセス概要）

添
付
資
料
－
１
７
（
１
／
４
）

15.4MPa

0.7MPa

2.4MPa

5.2 MPa 

時間

(低温停止)

蓄圧タンク作動
（ほう酸水注入開始）

タービン動補助給水ポンプ
を用いて２次系冷却開始

タービン動補助給水ポンプ
を用いて冷却を再開

全交流電源
喪失発生

冷却を停止し、窒素混入防止のため、
蓄圧タンク出口電動弁閉止

充てんポンプ等
によるほう酸水注入

海水ポンプ（モータ取替復旧後）
による冷却又は海水取水用
水中ポンプによる冷却

低温停止状態に向けた
冷却プロセス

主蒸気逃がし弁、タービン動補助給水ポンプによる冷却

１
次
冷
却
材
圧
力

圧力、温度の（　）内は伊方３号機を示し、
それ以外は各号機同じ

約224℃

約170℃

（4.2MPa）

（1.7MPa）
（約208℃）

消防自動車等を用いて
蒸気発生器２次側へ給
排水し冷却実施



蓄圧タンク

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材
ポンプ

制御棒

原子炉格納容器

Ｍ

低温停止状態移行に係る概略系統図

津波

海水系統機能喪失

非常ディーゼル発電機の機能喪失

全交流電源喪失

タービン動補助給水ポンプによる蒸気
蒸気発生器２次側への給水冷却

蓄圧タンクからのほう酸自動注入
（未臨界維持）

蓄圧タンク出口弁閉止

タービン動補助給水ポンプ
による継続的な冷却

電源車のつなぎ込み

直流電源、計装用電源の確保

中央制御室監視機能維持

使用済燃料冷却

外部電源喪失

給水源（復水タンク）への水補給
［消防自動車等］

①充てんポンプによるほう酸注入
（未臨界維持）

②海水ポンプ（モータ取替復旧後）又は
海水取水用水中ポンプによる原子炉補機
冷却水系に海水供給

使用済燃料ピットへの注水
［消防自動車等］

低温停止状態移行までの対応シナリオ
（対応シナリオ１）

低温停止状態移行対応シナリオ

ほう酸タンク

③余熱除去系による冷却実施

④低温停止（９３℃以下）

ほう酸ポンプ 充てんポンプ

余熱除去冷却器

余熱除去ポンプ

Ｍ

Ｍ
Ｍ

原子炉補機冷却水冷却器 海水ポンプ

海水取水用
水中ポンプ

放水口

Ｍ 原子炉補機冷却水ポンプ

②海水ポンプ(モータ取替復旧後)又は
海水取水用水中ポンプにより海水供給

①充てんポンプによる
ほう酸注入

③余熱除去系による
冷却実施

④低温停止
（９３℃以下）

電源車

電源車

電源車

添付資料－１７（２／４）

電源車 Ｍ

電源車



蓄圧タンク

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材
ポンプ

制御棒

原子炉格納容器

Ｍ

Ｍ

タービン動
補助給水ポンプ

海水

復水タンク
（補助給水タンク）、
２次系純水タンク

淡水タンク

低温停止状態移行に係る概略系統図

津波

海水系統機能喪失

非常ディーゼル発電機の機能喪失

全交流電源喪失

タービン動補助給水ポンプによる蒸気
蒸気発生器２次側への給水冷却

蓄圧タンクからのほう酸自動注入
（未臨界維持）

蓄圧タンク出口弁閉止

タービン動補助給水ポンプ
による継続的な冷却

電源車のつなぎ込み

直流電源、計装用電源の確保

中央制御室監視機能維持

使用済燃料冷却

外部電源喪失

給水源（復水タンク）への水補給
［消防自動車等］

①ほう酸ポンプによるほう酸注入
（未臨界維持）

②消防自動車等を用いて、蒸気発生器
２次側へ給排水し冷却実施

③低温停止（９３℃以下）

使用済燃料ピットへの注水
（消防自動車等）

主蒸気ライン

主蒸気ライン
ドレン

主
給
水
ラ
イ
ン

③低温停止
（９３℃以下）

②蒸気発生器２次側へ
給排水し冷却実施

①ほう酸ポンプによる
ほう酸注入

低温停止状態移行までの対応シナリオ
（対応シナリオ２）

低温停止状態移行対応シナリオ

ほう酸タンク

ほう酸ポンプ

消防自動車等

添付資料－１７（３／４）



低温停止状態移行までの対応シナリオ
（電源供給先設備イメージ図）

原子炉格納容器

所内電源系

格納容器ｽﾌﾟﾚｲ冷却器

格納容器ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟ

高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ

余熱除去冷却器
余熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ

体積制御
タンク

充てん
ポンプ

燃料取替用水タンク

格納容器スプレイ

蒸気発生器

原子炉容器

１次冷却材
ﾎﾟﾝﾌﾟ

復水脱塩装置

低圧給水加熱器

脱気器主給水ポンプ

高圧給水
加熱器

復水ポンプ

主給水制御弁

高圧タービン

低圧タービン

湿分分離加熱器

発電機

復水器

非常用
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

取水口

循環水ポンプ

放水口

<中央制御室廻り>

炉外核計装盤

制御棒駆動装置

原子炉保護ラック

グランド蒸気
復水器

ほう酸ポンプ

ほう酸
タンク

消火ポンプ

ﾀｰﾋﾞﾝ動補助
給水ﾎﾟﾝﾌﾟ

原子炉補機冷却水
冷却器

海水ポンプ
（モータ取替復旧後）

海水取水用
水中ポンプ

<海水冷却系統>

海水ピット

蒸気加減弁

使用済燃料ピット

原子炉補機冷却水系

水位

温度

圧力

温度

加圧器

水位

主蒸気逃がし弁

復水タンク
（補助給水タンク）

原子炉補機
冷却水ポンプ

：電源車による電源供給設備

：電源車の電源供給により使用する系統

消火栓

電源車

添
付

資
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（
４

／
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温度

流量

圧力

流量

圧力

温度

各
補
機

流量

温度圧力

水位 水位

流量



上期 下期 上期 下期

ａ．大容量電源車の配備

ｂ．外部電源の多様化
　　（配電線の構内敷設）

ａ．海水ポンプモータ
    予備品の配備

ｂ．海水取水用水中ポンプ
　　の配備

⑤緊急時の使用済燃料
ピットの冷却確保

ａ．消防自動車の
　　追加配備

ａ．安全上重要な機器を
    設置しているエリアの
　　防水対策

ｂ．海水ポンプエリアの
　　防水対策強化

③緊急時の電源確保

⑥伊方発電所における
構造等を踏まえた当面
必要となる対応策の実
施

④緊急時の最終的な除
熱機能の確保

対応内容大臣指示内容

設備強化対策のスケジュール

平成２５年度以降
平成２４年度

対応スケジュール

平成２３年度

▽平成24年4月末配備予定

▽平成24年3月末配備予定

▽平成24年3月末配備予定

2～3年程度で完了予定

▽平成24年3月末完了予定

▽平成24年度上期配備予定

添
付

資
料

－
１
８

2～3年程度で完了予定

　
　☆：１号機用の配備完了
　□：２号機用の配備完了
　◎：３号機用の配備完了

◎ ☆□

☆□◎

◎ ☆

凡例

□

◎
(配備完了までの間､
 4500kVAを配備)

　▽ １ルート目の敷設

（２ルート目の敷設)

(各号機1825kVA) (1825kVA；2台)



大容量電源車の配備

接続箱

添付資料－１９（１／４）

設備強化対策の概要
（大容量電源車の配備）

プラント

伊方１号機

伊方２号機

伊方３号機※

容量（ｋＶＡ）

１,８２５

１,８２５

１,８２５ × ２台

※当面は４,５００ｋＶＡを配備

【原子炉の冷却に必要な機器】
・海水取水用水中ポンプ
・海水ポンプ（モータ取替復旧後）
・原子炉補機冷却水ポンプ
・余熱除去ポンプ
・充てんポンプ 等

【運転監視機能への給電】
・直流電源
・計装用電源

所内電源系



設備強化対策の概要
（外部電源の多様化）

添付資料－１９（２／４）

１号機

川内変電所大洲変電所

八幡浜変電所

２号機 ３号機

亀浦変電所
伊方北（南）

幹線
［１８７ｋＶ］

四国中央西
幹線

［５００ｋＶ］

伊方発電所

標高＋３２ｍ

配電線より
供給

伊方発電所周辺概要（断面図）

平碆支線
［６６ｋＶ］

標高＋１０ｍ

標高＋８４ｍ

標高＋３２ｍ

海

亀浦変電所

標高＋９５ｍ

１・２号機用及び
３号機用に敷設

配電線より
供給

伊方発電所

亀浦変電所



非常用ディーゼル発電機
安全系機器へ

設備強化対策の概要
（海水ポンプモータ予備品の配備、海水取水用水中ポンプの配備）

添付資料－１９（３／４）

取水口 取水ピット

海水

海水ポンプ

モータ予備品配備

海水取水用水中ポンプ

蓄圧タンク

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材
ポンプ

制御棒

高圧注入ポンプ

格納容器
スプレイポンプ

余熱除去ポンプ

電動消火水
ポンプ

消火水系へ

格納容器サンプ

原子炉格納容器

格納容器スプレイ

ディーゼル駆動
消火水ポンプ

海へ

非常用ディーゼル
発電機

海水ポンプ

原子炉補機冷却水ポンプ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

燃料取替
用水タンク 主蒸気 蒸気タービンへ

駆動用蒸気

原子炉
補助建屋

使用済燃料
ピット

淡水
タンク

Ｍ

主蒸気逃がし弁

タービン動補助給水ポンプ

復水
タンクＭ

電動補助給水ポンプ



添付資料－１９（４／４）

設備強化対策の概要
（安全上重要な機器設置エリアの防水対策）

１号機 ２号機

３号機

：貫通部（扉）

水密扉の例

従来扉 水密扉（例）
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